【資料1】

J-VER制度を活用した復興支援にかかるプロジェクト創出支援事業応募様式
	A：応募事業者情報

	支援項目　※希望する支援項目をマークすること。

	· ①_プロジェクト計画書作成、妥当性確認支援　□　②_モニタリング実施、検証受検支援

※すでにJ-VER制度においてプロジェクト登録をされている案件は、②の支援のみを受けられます。
①をマークした場合は、下記A・Bについてもご選択願います。

· A_新規方法論を作成する必要がある　□　B_既存の方法論を活用する
※必ず、気候変動対策認証センターHPで、最新の方法論の内容についてご確認ください。

	代表事業者 　

	（フリガナ）
事業者名
	　　
（代表者：　　　　　　　　　　　　）

	住所
	

	担当者氏名
	

	担当者所属・役職
	

	担当者E-mail
	
	担当者電話番号
	

	事業参加者間の関係　

	※プロジェクト代表事業者を含む各プロジェクト事業者、プロジェクト参加者の役割及び関係の概要を図などを活用して説明すること。
※記入欄が小さい場合は、適宜、本様式を引き伸ばして使用して下さい。



※記入欄が小さい場合は、適宜、本様式を引き伸ばして使用して下さい。
	B：応募事業の内容

	使用する方法論
	※　①のAを選択した場合は記載の必要はありません。

	事業名
	· 仮称でも結構です。

	事業概要
	· 本事業の背景、目的、温室効果ガス排出削減・吸収活動の方法等について記載して下さい。

	事業実施場所
	事業所名
	

	
	住所
	

	
	該当する特定被災地方公共団体名
	

	適格性条件を満たすことがわかる情報
	· 方法論に記載されている適格性基準の条件すべてを満たすことがわかるように、条件毎にその根拠を簡潔に記載してください。不明な場合は、その旨記載してください。
· ①のAを選択した場合は記載の必要はありません。

	想定しているモニタリング方法
	· モニタリングガイドラインや方法論に記載されているモニタリング方法を参考に、現時点で想定しているモニタリング方法について記載してください。不明または未定の場合はその旨記載してください。

· ①のAを選択した場合は記載の必要はありません。

	事業実施
スケジュール
	· 現時点で想定しているJ-VER制度等へのプロジェクト計画書提出、妥当性確認審査、第三者検証等の実施予定時期を記入して下さい。

	年間CO2排出削減・吸収見込み
· 量（tCO2）
	· 森林吸収量：間伐等の施業した森林のCO2吸収量、排出削減量：事業実施前の温室効果ガス排出量 - 事業実施後の排出量を概算でよいので、プロジェクト期間中の排出削減量を記載して下さい。なお、毎年排出削減量・吸収量が異なる場合は各年の排出削減･吸収量を明記して下さい。


※記入欄が小さい場合は、適宜、本様式を引き伸ばして使用して下さい。
	C: CO2排出削減・吸収量の算定に関連する事項
（①で「Ａ新規方法論を作成する必要がある」を選択した場合のみ）

	適用すべき算定式
	ベースライ
ンシナリオ
	· オフセット・クレジット(J-VER)制度がない場合に想定されるシナリオを記載すること。


	
	算定で考慮
すべき排出源
	· 事業に関連するが算定で考慮すべきでない排出源があれば、その排出源についても理由を付して記述すること。


	
	ベースライン
排出量の算定式
	· オフセット・クレジット(J-VER)制度がない場合に想定される温室効果ガス排出量の算定式を記載すること。


	
	プロジェクト
排出量の算定式
	· 本プロジェクトが実施された場合の温室効果ガス排出量の算定式を記載すること。


	
	参考としたCDM方法論、その他文献・論文等
	

	各活動量や排出係数の測定方法や測定頻度
※活動量…事業における燃料や電力の消費量、輸送機器の輸送量など事業の実施に伴って発生する変動量
※排出係数…電力1kWhの使用や化石燃料1kgの使用に伴うCO2発生量などの原単位
	

	デフォルト値設定にあたって参考となる文献
	· 定期的な測定が難しい数値(例えば発電機器のみにメーターを設置している設備の送電ロス等)を、デフォルト値によって置き換える場合は、そのデフォルト値決定の参考とすべき出典(官公庁統計、学術論文、業界団体等による調査事例など)を記述すること。
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